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(54)【発明の名称】 液晶表示装置

(57)【要約】
【課題】  内部残留電圧に起因する表示画像の焼き付け
現象を発生しにくくする。
【解決手段】  液晶駆動電極と液晶層との間に存在する
絶縁膜層の分極緩和時定数τが５分以内に設定されてい
る。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】  少なくとも一方が透明な一対の基板と、
前記一対の基板の互いに対向する面上に形成された液晶
配向制御層と、前記一対の基板間に前記液晶配向制御層
に接触するようにして配置された誘電率異方性が正また
は負の液晶組成物からなる液晶層と、前記一対のうちの
一方の基板に絶縁膜を介して形成された画素電極及び対
向電極と、前記画素電極と対向電極に接続されたアクテ
ィブ素子とを含むアクティブ・マトリクス型液晶表示装
置において、
前記電極と液晶層との間に存在する絶縁膜層の分極緩和
時定数τが５分以内に設定されていることを特徴する液
晶表示装置。
【請求項２】  少なくとも一方が透明な一対の基板と、
前記一対の基板の互いに対向する面上に形成された液晶
配向制御層と、前記一対の基板間に前記液晶配向制御層
に接触するようにして配置された誘電率異方性が正また
は負の液晶組成物からなる液晶層と、前記一対のうちの
一方の基板に絶縁膜を介して形成された画素電極及び対
向電極と、前記画素電極と対向電極に接続されたアクテ
ィブ素子とを含むアクティブ・マトリクス型液晶表示装
置において、
最大輝度の１０％となる交流駆動電圧に加えて直流電圧
を０．５Ｖ３０分印加しつづけ、直流電圧をｏｆｆした
後の残像の時間－緩和特性を下式（１）で定義した回帰
曲線で回帰処理を施し、得られた緩和時定数が５分以下
であることを特徴とする液晶表示装置。
【数１】    Ｂ＝Ａｅｘｐ（－ｔ／τ）    ………
（１）
ここで、Ｂは輝度、Ａは定数、ｔは時間、τ＝２．８０
９８である。
【請求項３】  少なくとも一方が透明な一対の基板と、
前記一対の基板の互いに対向する面上に形成された液晶
配向制御層と、前記一対の基板間に前記液晶配向制御層
に接触するようにして配置された液晶層と、前記一対の
うちの一方の基板に絶縁膜を介して形成された画素電極
及び対向電極と、前記画素電極と対向電極に接続された
アクティブ素子とを含むアクティブ・マトリクス型液晶
表示装置において、
正の誘電率異方性をもつ液晶を使用し、前記電極と液晶
層との間に存在する絶縁膜層が比誘電率３．８以下の有
機膜のみであり、その膜厚が２００ｎｍ以上３．０μｍ
以下であり、液晶駆動電極の電極間隔が５～１０μｍで
あることを特徴とする液晶表示装置。
【請求項４】  少なくとも一方が透明な一対の基板と、
前記一対の基板の互いに対向する面上に形成された液晶
配向制御層と、前記一対の基板間に前記液晶配向制御層
に接触するようにして配置された液晶層と、前記一対の
うちの一方の基板に絶縁膜を介して形成された画素電極
及び対向電極と、前記画素電極と対向電極に接続された
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アクティブ素子とを含むアクティブ・マトリクス型液晶
表示装置において、
正の誘電率異方性をもつ液晶を使用し、前記電極と液晶
層との間に存在する絶縁膜層が有機膜と無機膜の複合構
造になっており、その有機膜の膜厚が５０～２００ｎ
ｍ、比誘電率が３．８以下であり、無機膜の膜厚が１μ
ｍ～３μｍ、比誘電率が４～９であり、液晶駆動電極の
電極間隔が１０～２０μｍであることを特徴とする液晶
表示装置。
【請求項５】  少なくとも一方が透明な一対の基板と、
前記一対の基板の互いに対向する面上に形成された液晶
配向制御層と、前記一対の基板間に前記液晶配向制御層
に接触するようにして配置された液晶層と、前記一対の
うちの一方の基板に絶縁膜を介して形成された画素電極
及び対向電極と、前記画素電極と対向電極に接続された
アクティブ素子とを含むアクティブ・マトリクス型液晶
表示装置において、
正の誘電率異方性をもつ液晶を使用し、前記電極と液晶
層との間に存在する絶縁膜層が有機膜と無機膜の複合構
造になっており、その有機膜の膜厚が２００ｎｍ～３μ
ｍ、比誘電率が３．８以下であり、無機膜の膜厚が２０
０ｎｍ～１μｍ、比誘電率が４～９であり、液晶駆動電
極の電極間隔が１０～２０μｍであることを特徴とする
液晶表示装置。
【請求項６】  少なくとも一方が透明な一対の基板と、
前記一対の基板の互いに対向する面上に形成された液晶
配向制御層と、前記一対の基板間に前記液晶配向制御層
に接触するようにして配置された液晶層と、前記一対の
うちの一方の基板に絶縁膜を介して形成された画素電極
及び対向電極と、前記画素電極と対向電極に接続された
アクティブ素子とを含むアクティブ・マトリクス型液晶
表示装置において、
正の誘電率異方性をもつ液晶を使用し、前記電極と液晶
層との間に存在する絶縁膜層が有機膜と無機膜の複合構
造になっており、その有機膜の膜厚が５０ｎｍ～２００
ｎｍ、比誘電率が３．８以下であり、無機膜の膜厚が２
００ｎｍ～１μｍ、比誘電率が４～９であり、液晶駆動
電極の電極間隔が５～１０μｍであることを特徴とする
液晶表示装置。
【請求項７】  少なくとも一方が透明な一対の基板と、
前記一対の基板の互いに対向する面上に形成された液晶
配向制御層と、前記一対の基板間に前記液晶配向制御層
に接触するようにして配置された液晶層と、前記一対の
うちの一方の基板に絶縁膜を介して形成された画素電極
及び対向電極と、前記画素電極と対向電極に接続された
アクティブ素子とを含むアクティブ・マトリクス型液晶
表示装置において、
負の誘電率異方性をもつ液晶を使用し、前記電極と液晶
層との間に存在する絶縁膜層が比誘電率３．８以下の有
機膜のみであり、その膜厚が２００ｎｍ以上３．０μｍ
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以下であり、液晶駆動電極の電極間隔が２～５μｍであ
ることを特徴とする液晶表示装置。
【請求項８】  少なくとも一方が透明な一対の基板と、
前記一対の基板の互いに対向する面上に形成された液晶
配向制御層と、前記一対の基板間に前記液晶配向制御層
に接触するようにして配置された液晶層と、前記一対の
うちの一方の基板に絶縁膜を介して形成された画素電極
及び対向電極と、前記画素電極と対向電極に接続された
アクティブ素子とを含むアクティブ・マトリクス型液晶
表示装置において、
負の誘電率異方性をもつ液晶を使用し、前記電極と液晶
層との間に存在する絶縁膜層が有機膜と無機膜の複合構
造になっており、その有機膜の膜厚が５０～２００ｎ
ｍ、比誘電率が３．８以下であり、無機膜の膜厚が１μ
ｍ～３μｍ、比誘電率が４～９であり、液晶駆動電極の
電極間隔が５～１０μｍであることを特徴とする液晶表
示装置。
【請求項９】  少なくとも一方が透明な一対の基板と、
前記一対の基板の互いに対向する面上に形成された液晶
配向制御層と、前記一対の基板間に前記液晶配向制御層
に接触するようにして配置された液晶層と、前記一対の
うちの一方の基板に絶縁膜を介して形成された画素電極
及び対向電極と、前記画素電極と対向電極に接続された
アクティブ素子とを含むアクティブ・マトリクス型液晶
表示装置において、
負の誘電率異方性をもつ液晶を使用し、前記電極と液晶
層との間に存在する絶縁膜層が有機膜と無機膜の複合構
造になっており、その有機膜の膜厚が２００ｎｍ～３μ
ｍ、比誘電率が３．８以下であり、無機膜の膜厚が２０
０ｎｍ～１μｍ、比誘電率が４～９であり、液晶駆動電
極の電極間隔が５～１０μｍであることを特徴とする液
晶表示装置。
【請求項１０】  少なくとも一方が透明な一対の基板
と、前記一対の基板の互いに対向する面上に形成された
液晶配向制御層と、前記一対の基板間に前記液晶配向制
御層に接触するようにして配置された液晶層と、前記一
対のうちの一方の基板に絶縁膜を介して形成された画素
電極及び対向電極と、前記画素電極と対向電極に接続さ
れたアクティブ素子とを含むアクティブ・マトリクス型
液晶表示装置において、
負の誘電率異方性をもつ液晶を使用し、前記電極と液晶
層との間に存在する絶縁膜層が有機膜と無機膜の複合構
造になっており、その有機膜の膜厚が５０ｎｍ～２００
ｎｍ、比誘電率が３．８以下であり、無機膜の膜厚が２
００ｎｍ～１μｍ、比誘電率が４～９であり、液晶駆動
電極の電極間隔が２～５μｍであることを特徴とする液
晶表示装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】本発明は液晶表示装置に係
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り、いわゆるインプレーン・スイッチング方式と称され
るアクティブ・マトリクス型液晶表示装置に関する。
【０００２】
【従来の技術】液晶表示装置は、一対の基板間に挾持さ
れた液晶層の液晶分子に電界を印加し、該液晶の配向方
向を変化させ、それにより生じる液晶の光学変化を利用
して表示を行う。
【０００３】従来のアクティブ・マトリクス型液晶表示
装置は、液晶に印加する電界の方向が液晶を挾持する基
板面にほぼ垂直な方向に設定され、液晶層の光旋光性を
利用して表示を行うツイステッドネマチック（ＴＮ）表
示方式に代表される。
【０００４】一方、櫛歯電極を用い、液晶に印加する電
界の方向を基板面にほぼ平行とし、液晶の複屈折性を用
いて表示を行うインプレーン・スイッチング（In-plane
 Switching:IPS）の液晶表示装置が、たとえば特公昭63
-21907号公報、米国特許第4345249号、WO91/10936、特
開平6-160878号公報等により提案されている。
【０００５】このインプレーン・スイッチング方式は従
来のＴＮ方式に比べて広視野角、低負荷容量等の利点が
あり、ＴＮ方式に替わる新たなアクティブ・マトリクス
型液晶表示装置として近年急速に進歩している技術であ
る。
【０００６】このＩＰＳ方式においては、ジャーナル 
オブ アプライド フィジクス、1997,Vol.82,No.2,第528
頁～第535頁（M.Oh-e,M.Yoneya,and K.kondo, JOURNAL 
OF APPLIED PHYSICS,1997,Vol.82,No.4,528-535）に明
らかにされているように、液晶が負の誘電率異方性を有
する場合に、正の誘電率異方性の液晶に比べ、より完全
なインプレーン・スイッチングを実現することができ
る。かかる完全なインプレーン・スイッチングの実現
は、中間調を含めた液晶表示装置の視野角拡大をより完
全なものとする。したがって、ＩＰＳ方式においては、
上記観点から負の誘電率異方性を有する液晶を使用する
ことが好ましい。
【０００７】上記のＩＰＳ方式では上記対となる基板の
一方の表面内に設けられたストライプ状の不透明金属の
櫛歯電極を用いているが、近年、ＩＴＯ（Indium-Tin-O
xide）などの透明導電物質により形成し、また、この櫛
歯電極の配置のピッチよりも従来のＩＰＳ方式よりも短
いピッチにし、さらに、誘電率異方性が負の液晶を用い
ることにより、櫛歯電極の縁部分に形成される電界のみ
でも該透明櫛歯電極の上部に存在する液晶のすべてを配
向変化させることができるようにして、透過率および開
口率を改善するＩＰＳの一種がたとえば「S.H.Lee, S.
L.Lee and H.Y.Kim, アジアディスプレイ,1998,pp.371-
374」および「S.H.Lee, S.L.Lee, H.Y.Kim, and T.Y.Eo
m, SID digest,1999,pp.202-205」により提案されてい
る。
【０００８】この誘電率異方性が負の液晶と短ピッチ透
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明櫛歯電極を組み合わせたＩＰＳ方式では、ＴＮ方式に
近い透過率がＩＰＳ方式と同等の広視野角特性を保った
まま可能となることが上記文献において報告されてい
る。
【０００９】
【発明が解決しようとする課題】液晶表示装置におい
て、直流電圧が重畳された電圧波形が液晶層に印加され
た場合、その直流電圧を除いても液晶層中に直流電圧
（直流オフセット電圧）が残留することが知られてい
る。
【００１０】そして、松本正一編著「液晶ディスプレイ
技術」産業図書株式会社発行（１９９６）の第２章の第
７０頁～第７３頁に論じられているように、アクティブ
・マトリクス型液晶表示装置では通常の液晶駆動におい
ても、直流電圧の重畳された駆動電圧波形が液晶層に印
加されることは液晶表示装置のアクティブ駆動素子の構
造上起こりえて、階調表示を行う場合など、直流電圧の
重畳現象を完全に防止することは困難である。このよう
な現象は従来のＴＮ方式およびＩＰＳ方式のいずれにも
共通する。
【００１１】この残留した直流電圧はＴＮ方式かＩＰＳ
方式かに拘らず、液晶表示装置での輝度に影響し、直流
電圧が印加された部分とされない部分との間、もしくは
印加直流電圧の強度が異なる部分間で輝度差を生じさせ
る。よって、通常の駆動条件で文字や図形を長時間表示
した場合、その表示を消去させた後でも、先に表示した
文字や図形がしばらくの間表示されるという現象を発生
させることになる。このような現象は「残像」と呼ばれ
ており、発現後時間の経過とともに除々に強度は弱くな
って最終的には消失するものの、人の目に見えなくなる
までに３０分以上も時間がかかる場合がある。
【００１２】直流電圧が印加された場合に液晶層に直流
のオフセット電圧が残留する機構については、信学技法
ＥＩＤ９６－８９（１９９７－０１）の第２９頁～第３
０頁により、従来ＴＮ方式を例にとって、液晶層中のイ
オンの挙動によって説明するモデルが提案されている。
このモデルによれば、液晶層中に残留する直流の原因と
して配向膜に充電された直流電圧と、イオンの液晶配向
用配向膜への吸着を考える。そして、数分程度の直流電
圧の残留は配向膜の充電と緩和に起因し、それ以上の非
常に長い直流電圧の残留はイオンの配向膜への吸着が原
因であると結論している。
【００１３】ＩＰＳ方式ではＴＮ方式に比べて残像レベ
ルが悪いという問題があった。この原因はＴＮ方式の場
合、画素電極と対向電極の間には液晶配向制御層と液晶
層しか存在しないのに対し、ＩＰＳ方式の場合、画素電
極および対向電極の間に液晶層と液晶配向制御層の他に
絶縁膜を持つためと考えられる。つまり、ＴＮ方式の場
合、直流電圧の残留は配向膜のみを考えればよいが、Ｉ
ＰＳ方式の場合、配向膜と絶縁膜の充電と緩和があるた
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め、ＴＮ方式に比べて残像レベルが悪いと考えられる。
なお、イオンの配向膜への吸着はＴＮ方式もＩＰＳ方式
も同等と考えられる。配向膜の充電とその緩和に起因す
る直流電圧の残留現象に対しては、特開平7-159786号公
報により、配向膜および液晶それぞれの誘電率と比抵抗
の積を近似させるべく最適化させ、内部残留電圧を低減
することによって、残像を抑制する方法が提案されてい
る。しかし、実際には液晶の抵抗に比べて配向膜の抵抗
は桁違いに高く、また、ＩＰＳ方式では膜容量と比べて
液晶の容量が小さいため、上記事例の完全な実現は困難
である。
【００１４】本発明はこのような事情に基づいてなされ
たものであり、その目的は、内部残留電圧に起因する表
示画像の焼き付け現象が発生しにくい液晶表示装置およ
びその製造方法を提供することにある。
【００１５】
【課題を解決するための手段】本願において開示される
発明のうち、代表的なものの概要を簡単に説明すれば、
以下のとおりである。
【００１６】すなわち、本発明による液晶表示装置は、
たとえば液晶駆動電極と液晶層との間に存在する絶縁膜
層の分極緩和時定数τが５分以内に設定されていること
を特徴するものである。
【００１７】本発明者らは、一対の基板間に形成する多
種の配向膜と液晶材料と残像との関係を調査した結果、
液晶駆動電極と液晶層との間に存在する絶縁層の分極緩
和時定数τが速い液晶表示装置は残像が小さいことを見
出した。
【００１８】また、この他にも、液晶表示装置を構成す
る液晶、配向膜、絶縁膜、電極の物性定数ならびに寸法
の関係について注目し鋭意研究した結果、これらの物性
定数ならびに寸法関係を規定することにより分極緩和時
定数τを減少させることができることを見出した。
【００１９】
【発明の実施の形態】以下、本発明による液晶表示装置
の実施例を図面を用いて説明する。
《全体の構成》図２は、本発明による液晶表示装置の一
実施例を示す平面図である。
【００２０】同図において、透明基板ＳＵＢ１があり、
この透明基板ＳＵＢ１は液晶を介して透明基板ＳＵＢ２
と対向配置されている。
【００２１】透明基板ＳＵＢ１の液晶側の面には、ｘ方
向に延在するゲート信号線ＧＬと対向電圧信号線ＣＬと
が形成され、図面上方からゲート信号線ＧＬ、対向電圧
信号線ＣＬが交互に並設されている。
【００２２】また、ｙ方向に延在しｘ方向に並設される
ドレイン信号線ＤＬが形成され、これにより互いに隣接
される各ドレイン信号線ＤＬと互いに隣接される各ゲー
ト信号線ＧＬとで囲まれる領域を画素領域（図中点線枠
Ａで囲まれた領域）とし、これら画素領域がマトリクス
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7
状に配置されて表示領域ＡＲが構成されている。
【００２３】これら各画素領域には、片側のゲート信号
線ＧＬからの走査信号によって駆動されるスイッチング
素子（薄膜トランジスタＴＦＴ）と、このスイッチング
素子を介して片側のドレイン信号線ＤＬからの映像信号
が供給される画素電極ＰＸ、この画素電極ＰＸとの間に
電界を発生せしめ前記対向電圧信号線と接続される対向
電極ＣＴ等が形成されているが、この構成の詳細につい
ては後述する。
【００２４】各ゲート信号線ＧＬはその一端が透明基板
ＳＵＢ１の端辺部（図中左側）にまで延在され、該端辺
部に搭載された垂直駆動回路（半導体集積回路）Ｖの出
力端子に接続されている。
【００２５】同様に、各ドレイン信号線ＤＬはその一端
が透明基板ＳＵＢ１の端辺部（図中上側）にまで延在さ
れ、該端辺部に搭載された映像駆動回路（半導体集積回
路）Ｈｅの出力端子に接続されている。
【００２６】また、各対向電圧信号線ＣＬはその一端
（図中右側）が共通接続され、映像信号に対して基準と
なる信号が供給されるようになっている。
【００２７】透明基板ＳＵＢ２は、前記垂直駆動回路Ｖ
および映像駆動回路Ｈｅの搭載領域を回避して配置さ
れ、その周囲において液晶の封入をも兼ねるシール材Ｓ
Ｌによって透明基板ＳＵＢ１と固着されている。
《画素の構成》図３は前記画素領域の一実施例を示す平
面図である。また、図３のIV－IV線における断面図を図
４に、V－V線における断面図を図５に示している。
【００２８】透明基板ＳＵＢ１の表面にｘ方向に延在す
るゲート信号線ＧＬと対向電圧信号線ＣＬとが形成され
ている。
【００２９】ここで、ゲート信号線ＧＬは画素領域の下
側に、対向電圧信号線ＣＬは中央にそれぞれ走行するよ
うにして形成されている。
【００３０】対向電圧信号線ＣＬは対向電極ＣＴと一体
になって形成され、この対向電極ＣＴは画素領域内をｙ
方向に延在するようにしてたとえば図中では３本形成さ
れている。
【００３１】すなわち、３本の対向電極ＣＴのうち１本
は画素領域の中央をｙ方向に走行するようにして形成さ
れ、残りの２本は後述のドレイン信号線ＤＬにそれぞれ
隣接してｙ方向に走行するようにして形成されている。
【００３２】ここで、各対向電極ＣＴはその延在方向に
沿ってジグザグ状に形成されているが、その詳細は画素
電極ＰＸの説明の部分で説明する。
【００３３】そして、これらゲート信号線ＧＬ、対向電
圧信号線ＣＬ（対向電極ＣＴ）をも被って透明基板ＳＵ
Ｂ１の表面にはたとえばＳｉＮからなる絶縁膜ＧＩが形
成されている。
【００３４】この絶縁膜ＧＩは、後述の薄膜トランジス
タＴＦＴの形成領域にあってはそのゲート絶縁膜として
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の機能を、後述のドレイン信号線ＤＬの形成領域にあっ
ては前記ゲート信号線ＧＬと対向電圧信号線ＣＬに対す
る層間絶縁膜としての機能を、後述の容量素子Ｃｓｔｇ
の形成領域にあってはその誘電体膜としての機能を有す
るようになっている。
【００３５】絶縁膜ＧＩ上において、ゲート信号線ＧＬ
と重畳する部分であって後述のドレイン信号線ＤＬに近
接する部分にたとえばアモルファスＳｉからなる半導体
層ＡＳが形成されている。
【００３６】この半導体層ＡＳは薄膜トランジスタＴＦ
Ｔの半導体層で、その表面にドレイン電極ＳＤ２、ソー
ス電極ＳＤ１が形成されることによって、ゲート信号線
ＧＬの一部をゲート電極とする逆スタガ構造のスイッチ
ング素子として構成される。
【００３７】薄膜トラジスタＴＦＴのドレイン電極ＳＤ
２はたとえばドイレン信号線ＤＬの形成の際に同時に形
成されるようになっており、該ドレイン信号線ＤＬの一
部が該半導体層ＡＳの表面に延在されるように形成する
ことによって形成される。
【００３８】また、薄膜トラジスタＴＦＴのソース電極
ＳＤ１はたとえば画素電極ＰＸの形成の際に同時に形成
されるようになっており、該画素電極ＰＸの一端が該半
導体層ＡＳの費用面に延在されるように形成することに
よって形成される。
【００３９】画素電極ＰＸは、前記３本の対向電極ＣＴ
のそれぞれの間を該対向電極ＣＴと距離を有して延在す
るようにして２本形成されている。
【００４０】各画素電極ＰＸはその延在方向に沿ってほ
ぼ等間隔に複数の屈曲部を有してジグザグ状に形成され
ている。
【００４１】これにともなって、対向電極ＣＴもその延
在方向に沿ってほぼ等間隔に複数の屈曲部を有してジグ
ザグ状に形成され、該画素電極ＰＸを図中ｘ方向にその
まま平行移動したパターンとして形成されている。
【００４２】なお、画素領域の左右の両脇に位置付けら
れる対向電極ＣＴは、そのドレイン信号線ＤＬ側の辺に
おいて該ドレイン信号線ＤＬとの間の隙間（光漏れの原
因となる）をなくすため、中央の対向電極ＣＴと若干異
なる形状となっている。
【００４３】このように画素電極ＰＸおよび対向電極Ｃ
Ｔがジグザグ状に形成されているのは、画素領域内に画
素電極ＰＸから対向電極ＣＴ側への電界の方向が異なる
領域を形成することにより、表示面の垂線に対して異な
る方向から観察しても色調が変化することのない表示を
行うためである（いわゆるマルチドメイン方式と称す
る）。
【００４４】また、２つの画素電極ＰＸは対向電圧信号
線ＣＬと重畳する部分にて互いに接続され、この接続部
において該対向電圧信号線ＣＬとの間に容量素子Ｃｓｔ
ｇを構成するようになっている。
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【００４５】この容量素子Ｃｓｔｇは、薄膜トラジスタ
ＴＦＴがオフした際に画素電極ＰＸに供給された映像信
号を比較的長く蓄積させる機能等を有するものである。
【００４６】このようにドレイン信号線ＤＬおよび画素
電極ＰＸが形成された透明基板ＳＵＢ１の表面には該ド
レイン信号線ＤＬおよび画素電極ＰＸをも被ってたとえ
ばＳｉＮからなる保護膜ＰＳＶが形成されている。
【００４７】この保護膜ＰＳＶは主として薄膜トラシジ
スタＴＦＴの液晶との直接の接触を回避するために設け
られるもので、このことから少なくとも薄膜トラジスタ
ＴＦＴの形成領域を被うようにして形成されていればよ
い。
【００４８】そして、この保護膜ＰＳＶの表面には配向
膜ＯＲＩ１が形成され、この配向膜ＯＲＩは液晶ＬＣと
直接に接触する膜となり該液晶ＬＣの分子の初期配向方
向を決定させるようになっている。
【００４９】すなわち、この配向膜ＯＲＩ１は厚さ５０
～２００ｎｍのたとえば樹脂膜からなり、その液晶ＬＣ
（比抵抗：１．０×１０9Ω・ｃｍ～１．０×１０13Ω
・ｃｍ）と接触する面に該液晶ＬＣの分子の初期配向方
向に対応する方向にラビング等の配向処理がなされたも
のとなっている。配向処理の方向は、図３の画素構成に
おいては、正の誘電率異方性を有する液晶を用いる場合
はドレイン信号線ＤＬの方向、負の誘電率異方性を有す
る液晶を用いる場合はゲート信号線ＧＬの方向となって
いる。
【００５０】なお、このように構成される透明基板ＳＵ
Ｂ１に液晶ＬＣを介してたとえばギャップを４．５μｍ
（液晶封入状態）で対向配置される透明基板ＳＵＢ２
は、その液晶側の面にブラックマトリクスＢＭが形成さ
れている。このブラックマトリクスＢＭは隣接する他の
画素領域と画するように形成され、各画素領域の中央部
を除く周辺部に形成されている。
【００５１】また、このブラックマトリクスＢＭは薄膜
トランジスタＴＦＴへの外光の照射を防止するためにも
設けられている。
【００５２】ブラックマトリクスＢＭに囲まれた画素領
域の中央部にはカラーフィルタＦＩＬが形成され、この
カラーフィルタＦＩＬはたとえばｙ方向に並設される各
画素に共通の色のフィルタとなっており、ｘ方向にたと
えば赤（Ｒ）、緑（Ｇ）、青（Ｂ）の順に繰り返されて
形成されている。
【００５３】ブラックマトリスクＢＭおよびカラーフィ
ルタＦＩＬをも被って透明基板ＳＵＢ２の表面にはたと
えば樹脂層からなる平坦化膜ＯＣが形成され、この平坦
化膜ＯＣの表面には配向膜ＯＲＩ２が形成されている。
この配向膜ＯＲＩ２は上記配向膜ＯＲＩ１と同様に液晶
ＬＣと直接に接触する膜となり該液晶ＬＣの分子の初期
配向方向を決定させるようになっている。
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【００５４】なお、上述した実施例は、保護膜ＰＳＶと
してたとえばＳｉＮからなる無機膜を用いたものであ
る。しかし、このような無機膜の上面に樹脂膜等を被覆
したような構成、すなわち、有機膜と無機膜との複合構
造となっていてもよいことはいうまでもない。
【００５５】上述した画素の構成は、横電界方式の液晶
表示装置として一実施例を示したものであり、電界を発
生せしめる一対の電極が一方の透明基板側に形成され、
かつ、該電界の透明基板と平行な成分によって液晶ＬＣ
の光透過率を制御する構成のものであれば、いずれにも
適用できる。
【００５６】たとえば、画素電極ＰＸおよび対向電極Ｃ
Ｔが屈曲部を有しない直線状のパターンからなるものに
も適用できる。
【００５７】また、画素電極ＰＸおよび対向電極ＣＴの
うちいずれか一方が透明電極で構成されたもの、また、
双方とも透明電極で構成されたものにも適用できる。
【００５８】画素電極ＰＸおよび対向電極ＣＴの双方が
透明電極で構成されたもののうち、一方の電極が画素領
域のほぼ全域に形成され、他方の電極が櫛歯状のパター
ンで形成されたものが知られているが、このような構成
においても適用できる。
《残像発生の考察》上述のような構成からなる液晶表示
装置の画像の焼き付け残像現象はＡＣ残像とＤＣ残像と
からなる。このうちＤＣ残像は残留電荷の影響によって
次の表示信号選択時にも前の表示が薄く残る現象であ
る。このメカニズムは、電圧印加を解除した後も配向膜
界面に吸着電荷が残留し、この電荷が形成する疑似電界
に応じて内部直流残留電圧が発生することによるものと
考えられる。
【００５９】このような焼き付け残像の発生を抑制する
ために、液晶ＬＣの材料や配向膜ＯＲＩの材料として内
部残留電圧が抜けやすい材料を用いることが重要とな
る。
【００６０】内部残留電圧による液晶層の焼き付けの緩
和現象は絶縁膜や液晶層に蓄積した電荷の過渡現象を考
えることで説明できる。図６（ａ）は横電界方式液晶表
示装置の表示部を簡略化した断面図であり、図６（ｂ）
のような等価回路で表すことができる。この場合、図６
（ａ）において一対の電極間に直流電圧が印加される
と、液晶や絶縁膜に電荷が蓄積する。これらの蓄積電荷
は、直流電圧が停止した直後に、液晶層や絶縁膜を介し
て緩和される。この場合、図２のような電気的な等価回
路で表すことができる。このとき、液晶や絶縁膜に残存
している電荷ｑは直流電圧が停止された瞬間からの時間
をｔとした場合、次式（２）で表される。
【００６１】
【数２】
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ここで、Ｒ
ORI
は絶縁膜の抵抗、Ｒ

LC
は液晶の抵抗、Ｃ

ORI
は絶縁膜の容量、Ｃ

LC
は液晶の容量、ｑ

0
は放電直前

の蓄積電荷量である。
【００６２】この式（２）から、残存電荷の緩和は時間
と共に減少し、緩和時定数τは次式（３）で表せる。
【００６３】
【数３】

上述した実施例は、その測定方法で緩和時定数τを５分
以内とし、この基準で絶縁膜および液晶を選定すること
で、ＤＣ残像が消失しやすい液晶表示装置を得ることが
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できる。
【００６４】さらに、膜容量（上述の実施例では絶縁膜
ＧＩおよび保護膜ＰＳＶ）の物性値を規定し、最適化す
ることにより、内部残留電圧に起因する表示画像の焼き
付け残像をさらに低減することができる。電極間隔の広
い横電界方式では、一般的に、容量については液晶より
も絶縁膜が大きくなり、抵抗については絶縁膜の方が液
晶よりも大きくなる。このことを考慮し、緩和時定数τ
は次式（４）で近似できる。
【００６５】
【数４】

ここで、ρ
LC
、ε

0
、ε

ORI
、ｄ

PXCT
、ｄ

ORI
は、それぞ

れ液晶ＬＣの比抵抗値、真空の誘電率、絶縁膜ＯＲＩの
比誘電率、電極間隔（画素電極ＰＸと対向電極ＣＴとの
距離）、絶縁膜ＯＲＩの膜厚である。
【００６６】すなわち、液晶ＬＣの比抵抗・絶縁膜ＯＲ
Ｉの比誘電率や膜厚・一対の電極（ＰＸ－ＣＴ）の間隔
は内部残留電圧と相関がある。液晶の比抵抗や絶縁膜の
比誘電率や電極間隔については、それらの値が小さい方
が緩和時間を短くできる。また、本発明の実施例では、
これらのパラメータの中で、絶縁膜ＯＲＩの比誘電率ε

ORI
や膜厚・一対の電極（ＰＸ－ＣＴ）の間隔を最適化

したため、ＤＣ残像の原因となる内部残留電圧の抜けを
速くすることができる。
【００６７】なお、液晶層－電極間の絶縁膜としては、
配向膜だけの場合や、配向膜と層間絶縁膜の複合層の場
合がある。絶縁膜が複合層の場合についても、構成され
る層のそれぞれの容量・抵抗が合成されて緩和現象に寄
与するため、それぞれの絶縁膜の比誘電率は小さい方
が、また膜厚は厚い方が、ＤＣ残像の原因となる内部残
留電圧の抜けを速くすることができる。
《絶縁膜、配向膜、電極間隔等の具体的な構成》図１
は、上記横電界方式の液晶表示装置において、液晶の材
料（Δε＞０かΔε＜０）、絶縁膜の有無、絶縁膜があ
るとした場合その比誘電率および膜厚、対をなす電極の
間隔をそれぞれ異ならしめて形成した場合のＤＣ残像緩
和時定数τ、残像測定消失時間（分）を測定した表であ
る。
【００６８】また、ＤＣ残像緩和時定数τ、残像測定消
失時間（分）の測定にあって、その残像評価、絶縁膜の
比誘電率評価、およびＤＣ残像の測定方法は下記に記す
方法で行った。
《残像評価》２５℃で黒表示エリア上に固定パターン
（輝度最大となる階調）を３０分間印加した後に、画面

全体を黒表示したときの、固定パターン表示部に目視で
残像がなくなるまでの時間を測定した。
【００６９】ここで、評価レベルを、３０秒以内で残像
が消失した場合をレベルａとし、３０秒～１分程度で残
像が消失した場合をレベルｂとし、５分以上でも残像が
消失しない場合をレベルｃとした。
《膜比誘電率評価》膜比誘電率評価サンプルを次のよう
にして作成した。なお、サンプルの構成および測定を示
す図を図７に示している。なお、図７（ａ）は平面図、
図７（ｂ）は断面図である。
（１）ガラス基板（ＡＮ６３５：旭硝子製）にクロム金
属層をスパッタによって成膜した。その膜厚は０．２μ
ｍとした。
（２）クロム金属層上に絶縁膜をその厚さが０．５μｍ
となるように塗布し焼成した。
（３）配向膜上に図７（ａ）に示すようなパターンのア
ルミ電極をマスク蒸着により形成した。その膜厚は０．
３μｍとした。
【００７０】比誘電率の測定は、プローバを同図に示す
ように当接させ、４端子法で測定した。測定機はヒュー
レットパッカード製ＨＰ４１９２Ａインピーダンスアナ
ライザを使用した。測定時の温湿度をそれぞれ２５℃、
６０％ＲＨとした。測定周波数は１００Ｈｚとし、並列
等価回路モードで膜容量Ｃを測定し、次式（５）により
比誘電率εを算出した。
【００７１】
【数５】    ε＝Ｃ・（ｄ／Ｓε

0
）    ……（５）

ここで、ｄは膜厚、Ｓは電極面積、ε
0
は真空の誘電率

（８．８５４×１０12Ｆ／ｍ）である。
《ＤＣ残像の測定方法》電圧印加を解除した後に発生す
る内部残留電圧を光学的に観察した。内部残留電圧が残
った液晶表示セルに交流を印加するとフリッカが発生
し、輝度が変化するため、輝度の変化が内部残留電圧に
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13
対応する。この輝度が緩和していく様子を観察した。
【００７２】図８はＢ－Ｖ特性の時間変動を評価するた
めの測定系を示す構成図である。同図において、２１は
恒温槽、２２は観測窓（ガラス窓）、２３はディジタル
マルチメータ、２４は計測制御器、２５は試料（液晶表
示パネル）、２６はバックライト、２８は交流駆動電圧
源、２９はＤＣ電圧電源である。恒温槽内部の温度は２
５℃、湿度は５０％ＲＨとした。また、測定の準備が完
了して１時間後に測定を開始した。
【００７３】液晶表示パネル２５は交流駆動電圧に加え
ＤＣ電圧が重畳できるようになっている。また液晶表示
パネル２５のゲートはＤＣ駆動を行いゲートには＋１６
Ｖを入力する。輝度径からの出力はディジタルマルチメ
ータにより計測制御器２４に輝度値として入力する。そ*

14
*して、下記（１）～（３）の手順により、ＤＣ印加電圧
消去後での輝度を測定した。
（１）交流駆動電圧は常時最大輝度の１０％の輝度とな
る電圧とした。
（２）ＤＣ電圧を０．５Ｖ印加した状態を３０分続け
た。
（３）ＤＣ電圧のみをオフしてさらに３０分輝度を測定
した。輝度測定間隔は３０秒とした。
【００７４】これにより得られる時間－輝度特性を次式
（６）で誤差が１０の－５乗以下になるまで回帰処理し
た。得られた時定数τ１、τ２のうち、時定数の長い方
を緩和時定数τとした。
【００７５】

【数６】  Ｂ＝Ａ０＋Ａ１ｅｘｐ（－ｔ／τ１）＋Ａ２ｅｘｐ（－ｔ／τ２）

                                                              ……（６
）

ここで、Ｂは輝度、Ａ１，Ａ２は定数、ｔは時間であ
る。
【００７６】図９（ａ），（ｂ），（ｃ）は、それぞれ
図１の実施例１，３，６で得られた時間－輝度特性を示
すグラフであり、同図において符号２は実測した輝度値
（ＤＣ印加前の初期輝度に対する相対値）を示し、符号
１は回帰処理された曲線を示している。
【００７７】このグラフによれば、輝度は時間の経過と
ともに急激に減少し、一定値に収束することが判る。数
式（６）で回帰処理を行った結果、実施例１については
τ１が０．３であり、τ２が４．２であるから、緩和時
定数τは４．２分となる。実施例２についてはτ１が
１．０であり、τ２が１４．２であるから、緩和時定数
τは１４．２分となる。実施例３についてはτ１が０．
０１であり、τ２が０．３であるから、緩和時定数τは
０．３分となる。その他の実施例についても、緩和時定
数の長い例では実施例３の形状のグラフが得られ、緩和
時定数の短い例では実施例６の形状のグラフが得られ
た。
【００７８】図１から、本発明の実施例による、絶縁膜
の緩和時定数τが５分以下である液晶表示装置を使用す
れば、内部残留電圧に起因する表示画像の焼き付け現象
を極めて小さくすることができる。
【００７９】また、上述の緩和時定数τが５分以下であ
る液晶表示装置を得るには、駆動電極－液晶層の間に存
在する絶縁膜の膜厚・比誘電率・電極間隔を最適化する
ことにより実現できることを示している。
【００８０】実施例１、２、３は絶縁膜の比誘電率が変
化した場合の例であり、緩和時定数は比誘電率が小さい
ほど短くなっていることを示している。この関係は実施
例８、９、１０等、他の構成要件が変わった場合におい
ても成立している。
【００８１】また、実施例１、４、５、６は絶縁膜の膜

厚が変化した場合の例であり、緩和時定数は膜厚が厚く
なるほど短くなることを示している。
【００８２】さらに、実施例１、７は液晶駆動電極の電
極間隔が変化した場合の例であり、電極間隔は短い方が
緩和時定数は短いことを示している。
【００８３】以上の傾向は、残像発生の考察で示した式
（４）を支持するものであり、従って、駆動電極－液晶
層の間に存在する絶縁膜の膜厚・比誘電率・電極間隔を
最適化することにより上述の緩和時定数τが５分以下で
ある液晶表示装置を得ることができる。
【００８４】具体的には、実施例１～７で示されるよう
に、正の誘電率異方性をもつ液晶を使用し、絶縁膜が全
て有機の膜で構成されている場合、比誘電率を３．８以
下、膜厚２００ｎｍ以上３．０μｍ以下、液晶駆動電極
の電極間隔を５μｍ以上１０μｍ以下とすることにより
実現できる。
【００８５】あるいは、実施例８～１２で示されるよう
に、正の誘電率異方性をもつ液晶を使用し、絶縁膜が有
機と無機の複合膜で構成される場合、有機膜の比誘電率
を３．８以下、膜厚を５０ｎｍ以上２００ｎｍ以下と
し、無機膜の膜厚が１μｍ以上３μｍ以下、比誘電率を
９以下とし、液晶駆動電極の電極間隔を１０～２０μｍ
とすることにより実現できる。
【００８６】あるいは、実施例１３～１５で示されるよ
うに、正の誘電率異方性をもつ液晶を使用し、絶縁膜が
有機と無機の複合膜で構成される場合、有機膜の比誘電
率を３．８以下、膜厚を２００ｎｍ以上３μｍ以下と
し、無機膜の膜厚が２００ｎｍ以上１μｍ以下、比誘電
率を９以下とし、液晶駆動電極の電極間隔を１０～２０
μｍとすることにより実現できる。
【００８７】あるいは、実施例１６～２２で示されるよ
うに、正の誘電率異方性をもつ液晶を使用し、絶縁膜が
有機と無機の複合膜で構成される場合、有機膜の比誘電
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率を３．８以下、膜厚を５０ｎｍ以上２００ｎｍ以下と
し、無機膜の膜厚が２００ｎｍ以上１μｍ以下、比誘電
率を９以下とし、液晶駆動電極の電極間隔を５～１０μ
ｍとすることにより実現できる。
【００８８】また、負の誘電率異方性をもつ液晶を使用
した場合においては、実施例２３～２９に示すように、
比誘電率を３．８以下、膜厚２００ｎｍ以上３．０μｍ
以下、液晶駆動電極の電極間隔を２～５μｍとすること
により実現できる。
【００８９】あるいは、実施例３０～３４で示すよう
に、負の誘電率異方性をもつ液晶を使用し、絶縁膜が有
機と無機の複合膜で構成される場合、有機膜の比誘電率
を３．８以下、膜厚を５０ｎｍ以上２００ｎｍ以下と
し、無機膜の膜厚を１μｍ以上３μｍ以下、比誘電率を
９以下とし、液晶駆動電極の電極間隔を５～１０μｍと
することにより実現できる。
【００９０】あるいは、実施例３５～３７で示すよう
に、負の誘電率異方性をもつ液晶を使用し、絶縁膜が有
機と無機の複合膜で構成される場合、有機膜の比誘電率
を３．８以下、膜厚を２００ｎｍ以上３μｍ以下とし、
無機膜の膜厚を２００ｎｍ以上１μｍ以下、比誘電率を
９以下とし、液晶駆動電極の電極間隔を５～１０μｍと
することにより実現できる。
【００９１】あるいは、実施例３８～４４で示すよう
に、負の誘電率異方性をもつ液晶を使用し、絶縁膜が有
機と無機の複合膜で構成される場合、有機膜の比誘電率
を３．８以下、膜厚を５０ｎｍ以上２００ｎｍ以下と
し、無機膜の膜厚を２００ｎｍ以上１μｍ以下、比誘電
率を９以下とし、液晶駆動電極の電極間隔を２～５μｍ*
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*とすることにより実現できる。
【００９２】
【発明の効果】以上説明したことから明らかなように、
本発明による液晶表示装置によれば、内部残留電圧に起
因する表示画像の焼き付け現象を発生しにくくする。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明による液晶表示装置の実施例を示す図
で、液晶材料のΔε、絶縁膜の比誘電率および膜厚、配
向膜の比誘電率および膜厚等を示した図である。
【図２】本発明による液晶表示装置の一実施例を示す全
体平面図である。
【図３】本発明による液晶表示装置の画素の一実施例を
示す平面図である。
【図４】図３のIV－IV線における断面図である。
【図５】図３のV－V線における断面図である。
【図６】横電界方式における画素の模式断面と等価回路
を示す図である。
【図７】膜比誘電率評価サンプルの構成と測定方法を示
す図である。
【図８】内部残留電圧を光学的に観察する装置を示す図
である。
【図９】本発明による液晶表示装置の内部残留電圧によ
る輝度上昇率の経時変化特性を示すグラフである。
【符号の説明】
ＳＵＢ…透明基板、ＧＬ…ゲート信号線、ＤＬ…ドレイ
ン信号線、ＴＦＴ…薄膜トランジスタ、ＧＩ…絶縁膜、
ＰＳＶ…保護膜、ＯＲＩ…配向膜、ＬＣ…液晶、ＣＬ…
対向電圧信号線、ＣＴ…対向電極、ＰＸ…画素電極。

【図２】 【図４】
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【図１】

【図５】 【図８】
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【図３】

【図６】

【図７】
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摘要(译)

解决的问题：由于内部残余电压而导致难以引起显示图像的图像残留现象。 将存在于液晶驱动电极与液晶层之间的绝缘膜层的极化
弛豫时间常数τ设定为5分钟以内。
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